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国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）、国民健康保険 

退職者医療毎月事業状況報告書（退職者医療事業月報）、国民 

健康保険事業状況報告書（事業年報）及び国民健康保険退職者 

医療事業状況報告書（退職者医療事業年報）の記載について 

 

 

標記報告書の改正については、平成２０年３月３１日保発０３３１０１８

号をもって厚生労働省保険局長から通知されたところであるが、その記載に

あたっては別添１「事業月報及び退職者医療事業月報記載上の注意」及び別

添３「事業年報及び退職者医療事業年報記載上の注意」に基づいて行うよう

貴管内保険者に対して周知方お願いしたい。 

また、事業月報集計表、退職者医療事業月報集計表、事業年報集計表及び

退職者医療事業年報集計表の記載については、別添２「事業月報集計表及び

退職者医療事業月報集計表記載上の注意」及び別添４「事業年報集計表及び

退職者医療事業年報集計表記載上の注意」に基づき行うよう留意されたい。 

 

なお、改正前の標記報告書に係る報告分については、「国民健康保険毎月

事業状況報告書（事業月報）及び国民健康保険退職者医療毎月事業状況報告

書（退職者医療事業月報）の記載について」（昭和５９年１０月１９日保険

発第８８号）及び「国民健康保険事業状況報告書（事業年報）及び国民健康

保険退職者医療事業状況報告書（退職者医療事業年報）の記載等について」

（昭和６０年５月１４日保険発第５１号）に基づいて従来どおり引き続き取

り扱われるよう申し添える。 

 



別添１ 

事業月報及び退職者医療事業月報記載上の注意 

 

第一 共通事項の記載 

１ 年度及び年・月 

表題の下に当該事業月報及び退職者医療事業月報（以下「月報」という。） の属す

る年度と暦年月を記載すること。 

２ 都道府県及び保険者番号 

「国民健康保険保険者番号等の設定について（通知）」（昭和４８年４月１９日保険

発第３３号）にもとづき設定された都道府県番号及び同通知により都道府県が設定し

た保険者番号を記載すること。 

３ その他 

（１）数字は桁の誤り等のないよう、正確に記載すること。 

（２）「金額」欄はすべて円単位で記載すること。 

（３）端数処理は、特に指定されていない限り小数点第１位を四捨五入して整数で記載す

ること。 

（４）各表を作成した後は記載もれや計算誤りがないかどうかを確かめるとともに、縦横

関連項目間の関係の照合・点検を行うこと。 

（５）前月以前の月報に数値の誤り、変更等が判明したときは、その変更等が判明した月

の月報において過誤調整することなく、その変更等のあった月の月報を訂正して報告

すること。 

ただし、当該年度（４月１日から３月３１日）において、遡及して退職被保険者等

であると確認された者（以下「遡及退職被保険者等」という。）の一般被保険者分とし

て報告された数値の取扱いについては、別途規定する。 

また、変更等のあった月の翌月以降の月報についても、世帯数、被保険者数及び年

度累計項目等がその影響によって変更を要する場合は、併せて訂正して報告すること。 

４ 被保険者の区分 

（１）未就学児 

本月末現在において６歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者。 

（２）前期高齢者 

本月末現在において、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０

号。以下「高齢者医療確保法」という。）第３２条の規定による前期高齢者である被

保険者。 

（３）７０歳以上一般 

本月末現在において７０歳以上の被保険者。ただし、本月中に７０歳に達した者

及び現役並み所得者を除く。 

（４）７０歳以上現役並み所得者 

本月末現在において７０歳以上の被保険者のうち、国民健康保険法（以下「法」

という。）第４２条第１項第４号の適用を受ける者。ただし、本月中に７０歳に達し



た者を除く。 



第二 事業月報Ａ表の記載 

１ 世帯数及び被保険者数 

（１）世帯数 

市町村（特別区を含む。）が行う国民健康保険（以下「市町村国保」という。）の

場合は被保険者の属する世帯の数を、国民健康保険組合（以下「国保組合」という。）

の場合は組合員の数を記載すること。 

（２）被保険者数 

ア 総数 

当該保険者に係る全ての被保険者の数を記載すること。 

イ 退職被保険者等 

法附則第６条に規定する退職被保険者及びその被扶養者（以下「退職被保険者等」

という。）の数を記載すること。 

ウ 一般被保険者 

「総数」欄の数から「退職被保険者等」欄の数を控除した数を記載すること。 

 （注）遡及退職被保険者等については、遡及資格確認月の月報より退職被保険者等とし

て計上することとし、遡及資格確認月以前の月報を訂正する必要はない。 

（３）本月末現在 

本月末現在の実績を記載すること。なお、本月末に高齢者医療確保法の規定によ

る被保険者の資格を取得した者（以下「後期高齢被保険者」という。）についても記

載の対象とすること。 

（４）（再掲）未就学児 

本月末現在において、「未就学児」の被保険者数を記載すること。 

（５）（再掲）前期高齢者 

本月末現在において、「前期高齢者」の被保険者数を記載すること。 

（６）（再掲）７０歳以上一般 

本月末現在において、「７０歳以上一般」の被保険者数を記載すること。 

（７）（再掲）７０歳以上現役並み所得者 

本月末現在において、「７０歳以上現役並み所得者」の数を記載すること。 

２ 介護保険第二号被保険者数 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第９条第２号に規定する被保険者の数につい

て本月末現在の実績を記載すること。 

３ 標準負担額の減額状況  

標準負担額減額認定証の本月末現在における有効枚数の総数を記載すること。 

４ 被保険者増減内訳 

「被保険者数」の「総数」欄の「本月中増」及び「本月中減」について次に示す事由 

別にその内訳を記載すること。 

（１）転入及び転出 



「転入」とは、他の市町村国保の被保険者（外国人を除く。）が住民基本台帳法第

２２条の規定による転入によって当該市町村の被保険者となる場合。「転出」とは、

当該市町村国保の被保険者（外国人を除く。）が住民基本台帳法第２４条の規定によ

る転出によって他の市町村国保の被保険者となる場合。 

（２）社保離脱及び社保加入 

「社保離脱」とは、被用者保険の被保険者または組合員（法第６条第１号から第

７号に該当する者。以下同じ。）、その被扶養者であった者がその資格を喪失するこ

とによって国保の被保険者となる場合。「社保加入」とは、被用者保険の被保険者（組

合員）またはその被扶養者の資格を取得することによって国保の被保険者の資格を

喪失する場合。 

（３）生保廃止及び生保開始 

「生保廃止」とは、生活保護法の適用を受けていた者がその適用を廃止または停

止されることによって国保の被保険者の資格を取得する場合。「生保開始」とは、国

保の被保険者である者が生活保護法の適用を受けることによって国保の被保険者の

資格を喪失する場合。 

（４）出生及び死亡 

    「出生」とは、出生によって国保の被保険者となる場合。「死亡」とは、国保の被

保険者であった者が死亡した場合。 

（５）後期高齢者離脱及び加入 

「後期高齢者離脱」とは、後期高齢被保険者であった者がその資格を喪失するこ

とによって国保の被保険者となる場合。「後期高齢者加入」とは、後期高齢被保険者

の資格を取得することによって国保の被保険者の資格を喪失する場合。 

（６）その他 

前記（１）から（５）以外の事由による増または減を記載すること。 

（例）ア 市町村国保と国保組合間の異動。 

イ 外国人である国保の被保険者が住所変更に伴い他の保険者が行う国保の

被保険者となる場合 

ウ 海外からの転入もしくは海外への転入。 

エ 日本国籍の取得または喪失 

５ 本月末現在事務職員数 

国保特別会計の事業勘定（以下「事業勘定」という。）の総務費及び市町村一般会計

から給与を支弁している事務職員の当月末現在における数を「専任」または「兼任」

の別にそれぞれ記載すること。 

（１）専任 

専ら国保事務（保健施設事業・直営診療施設における事務を除く。）に従事する者。 

（２）兼任 

国保事務以外の他の業務を兼ねている者。（例えば窓口業務で住民基本台帳に関す



る一般的な届出の受付を併せて行っている場合等をいう。）



第三 事業月報Ｃ表の記載 

月報Ｃ表は、一般被保険者に係る保険給付状況について次により記載すること。ただし、

その他の保険給付の状況については全ての被保険者に係る分を記載すること。 

また、平成２０年４月以降の診療分もしくは支給決定分に係る「前期高齢者分」「７０歳

以上一般分」、「７０歳以上現役並み所得者分」、「未就学児分」についてそれぞれ再掲する

こと。 

 

１   月診療分 

市町村国保にあっては、事業月報月の３か月前の月の暦月を記載すること。国保組合

にあっては、事業月報月の前々月の暦月を記載すること。 

２ 医療給付の状況 

（１）療養の給付等 

市町村国保にあっては、３か月前の月の診療・調剤分として審査決定した一般被

保険者に係る療養の給付、食事療養及び生活療養（施行規則第２６条の５及び第２

７条の１４の４第６項の規定により標準負担額減額の特例として支給された入院時

食事療養費及び入院時生活療養費を除く。）及び訪問看護の計（以下「療養の給付等」

という。） についてその内容を記載し、食事療養・生活療養について再掲して記載

すること。国保組合にあっては、前々月の診療・調剤分として審査決定した一般被

保険者に係る療養の給付等についてその内容を記載し、食事療養・生活療養につい

て再掲して記載すること。なお、請求遅延分及び保険外併用療養費を含めること。

さらに、過誤調整を行った場合には過誤調整後のものを記載すること。 

ア 件数及び費用額 

後述「５ 療養の給付等内訳」の「合計」欄の件数及び費用額を記載すること。 

（注）「費用額」が後述「イ 保険者負担分」「ウ 一部負担金」「エ 他法負担分」の合

計額と一致しない場合は、「イ 保険者負担分」で調整すること。 

イ 保険者負担分 

前記アの費用額から一部負担金（高額療養費及び高額介護合算療養費相当額を含

む。）の額を控除した額（保険外併用療養費の額を含む。）、入院時食事療養費及び入

院時生活療養費、訪問看護療養費の合算額を記載すること。 

（注１）条例または規約により一部負担金の割合を引き下げている保険者にあっては当

該引き下げられた一部負担金相当額を含めること。また法第４３条第３項の規定

による一部負担金割合の引下げに伴う差額及び法第４４条第１項の規定により一

部負担金を減額または免除した額は含めること。 

（注２）都道府県または市町村の条例等による公費負担額が市町村の一般会計から事業

勘定に繰入れて支出される場合は、当該公費負担額を含めること。 

ウ 一部負担金 

「費用額」欄の額から「保険者負担分」及び後述エ「他法負担分」欄の額を控除

して記載すること。 



エ 他法負担分 

前記アの費用額に係る一部負担金相当部分について、各法または都道府県もし

くは市町村の条例等により公費負担された場合は、当該公費負担額を記載するこ

と。ただし、当該公費負担額が市町村の一般会計から事業勘定に繰入れて支出さ

れる場合は当該欄に含めず「保険者負担分」欄に含めること。 

（注）７０歳以上の被保険者を対象とした指定公費負担医療（以下、単に「指定公費負

担医療」という。）に係る公費負担は、当該欄に含めること。 

（２）療養費等 

前々月に支給決定した一般被保険者に係る療養費等についてその内容を記載する

こと。なお、法第５６条第２項の規定による差額は含めること。 

ア 食事療養・生活療養 

施行規則第２６条の５及び第２７条の１４の４第６項の規定により標準負担額減

額の特例として前々月に支給決定した入院時食事療養費及び入院時生活療養費につ

いて記載すること。「保険者負担分」欄には入院時食事療養費及び入院時生活療養費

として支給決定した額を記載し、「一部負担金」欄にはそれに伴う標準負担額の減額

分をマイナスの符号付で記載すること。 

イ 療養費 

前々月に支給決定した一般被保険者に係る療養費（特別療養費を含む）について

その内容を記載すること。 

（ア）診療費 

療養費として支給決定した診療費（薬剤費を含む。）について件数、費用額及び

その費用負担内訳を前記（１）のイからエに準じて記載すること。 

（イ）補装具 

治療用装具に係る療養費として支給決定した件数、費用額及びその費用負担内

訳を前記（１）のイからエに準じて記載すること。 

（ウ）柔道整復師 

    柔道整復師の施術に係る療養費として支給決定した件数、費用額及びその費用

負担内訳を前記（１）のイからエに準じて記載すること。 

（エ）アンマ・マッサージ 

    あんま師・マッサージ師の施術に係る療養費として支給決定した件数、費用額

及びその費用負担内訳を前記（１）のイからエに準じて記載すること。 

（オ）ハリ・キュウ 

はり師・きゅう師の施術に係る療養費として支給決定した件数、費用額及びそ

の費用負担内訳を前記（１）のイからエに準じて記載すること。 

（カ）その他 

（ア）から（オ）に該当しない療養費（看護、生血等）として支給決定した件

数、費用額及びその費用負担内訳を前記（１）のイからエに準じて記載すること。 

ウ 移送費 



法第５４条の４の規定により支給決定した移送費の件数、費用額及びその費用内

訳を前記（１）のイからエに準じて記載すること。 

３ 高額療養費の状況 

前々月に支給決定した一般被保険者に係る高額療養費について支給件数及び高額療

養費の額を記載すること。また、「前期高齢者分」「７０歳以上一般分」「７０歳以上現

役並み所得者分」「未就学児分」について再掲する際には、高額療養費を自己負担額に

より按分して算出すること。 

（１）合算分 

施行令２９条の２第１項、第２項及び第３項の各規定が適用される支給分のうち、

複数の診療報酬明細書（以下「レセプト」という。）、調剤報酬明細書（以下「調剤

レセプト」という。）、訪問看護療養費明細書（以下「訪問看護レセプト」という。）

の合算により支給決定された高額療養費について、「多数該当分」欄には高額療養費

多数該当の場合の支給分を、「その他」の欄にはそれ以外の支給分を記載すること。 

（２）単独分 

ア 多数該当分 

合算によらない高額療養費（レセプト、調剤レセプト、訪問看護レセプトのいず

れか１枚単独で支給決定されたもの。以下同じ。）について、高額療養費多数該当の

場合の支給分を記載すること。 

イ 長期疾病分 

施行令第２９条の２第５項の規定が適用される支給分を記載すること。 

ウ 入院分 

合算によらない高額療養費のうち、入院のレセプトに係る支給分を記載すること。 

（注）高額療養費多数該当の場合は、入院のレセプトであっても「ア 多数該当分」に

記載すること。 

エ その他 

前記アからウのいずれにも該当しない高額療養費を記載すること。 

（３）他法併用分 

    施行令第２９条の２第４項の規定が適用される支給分を記載すること。 

（注）指定公費負担医療に係る公費負担の対象となった療養について支給された高額療

養費は、当該欄に記載すること。 

（４）合計 

    「合算分」、「単独分」、「他法負担分」欄に記載した件数及び高額療養費の支給決

定額をそれぞれ合計して記載すること。 

（５）（再掲）現物給付分 

    施行令２９条の４の規定により現物給付化された高額療養費について、（４）合計

の再掲として記載すること。 

（６）長期高額特定疾病該当者数 

施行令第２９条の２第５項の規定による保険者の認定を受けている一般被保険者



の事業月報月の前々月末における数を記載すること。 

４ 高額介護合算療養費の状況 

前々月に支給決定した一般被保険者に係る高額介護合算療養費について支給件数及

び高額介護合算療養費の額を記載すること。 

５ その他の保険給付の状況 

出産育児給付、葬祭給付、傷病手当金、出産手当金、その他これらに該当しない任

意給付について、前々月に支給決定した件数及び給付額を記載すること。これらの給

付が現物給付の場合には現金に換算して記載すること。 

６ 療養の給付等内訳 

市町村国保にあっては、３か月前の月の診療・調剤分として審査決定した一般被保

険者に係る療養の給付等についてその内容を記載すること。国保組合にあっては、前々

月の診療・調剤分として審査決定した一般被保険者に係る療養の給付等についてその

内容を記載すること。 

療養の給付（保険外併用療養費を含む。）については、入院、入院外、歯科（歯科の

入院は歯科に含めること。）及び調剤の別に区分して件数、日数（調剤は処方せん枚数）

及び費用額を記載すること。また、食事療養・生活療養（施行規則第２６条の５及び

第２７条の１４の４第６項の規定により標準負担額減額の特例として支給された入院

時食事療養費及び入院時生活療養費を除く。）及び訪問看護についても同様に件数、日

数（食事療養は回数）及び費用額を記載すること。 

なお、請求遅延分を含めることとし、過誤調整を行った場合には過誤調整後のもの

を記載すること。 

（１）件数 

入院、入院外及び歯科についてはレセプトの枚数、調剤については調剤レセプト

の枚数、訪問看護については訪問看護レセプトの枚数を記載すること。 

また、食事療養・生活療養については、レセプトのうち「食事・生活療養」欄に

記載のあるものの枚数を記載すること。なお、食事療養・生活療養の件数は再掲扱

いであるので、合計を計算する際には除外すること。 

    なお、本欄の合計は「１．医療給付の状況」の「療養の給付等」の件数と一致す

ること。 

（２）日数 

入院、入院外及び歯科についてはレセプトに記載されている日数、調剤について

は調剤レセプトに記載されている処方せんの枚数、訪問看護については訪問看護レ

セプトに記載されている日数を記載すること。 

また、食事療養・生活療養については、レセプトのうち「食事・生活療養」欄の

回数を記載すること。なお、調剤の処方せん枚数及び食事療養・生活療養の食事回

数は再掲扱いであるので、合計を計算する際には除外すること。 

（３）費用額 

入院についてはレセプトの「療養の給付」欄に記載されている決定点数に単価（１



０円）を乗じて得た額、入院外、歯科及び調剤についてはレセプト又は調剤レセプ

トに記載されている決定点数に単価（１０円）を乗じて得た額、訪問看護について

は訪問看護レセプトに記載されている費用額、食事療養・生活療養についてはレセ

プトの「食事・生活療養」欄に記載されている費用額を記載すること。 

また、費用額については件数及び日数と取扱いが異なり、別掲になっているので、

合計を計算する際には合算すること。 

（注１）決定点数等には公費負担医療により負担される公費分を含めること。 

（注２）契約により単価が割り引かれているものについては割引き後の費用額を記載す

ること。 

（注３）本欄の合計は「１．医療給付の状況」の「療養の給付等」の費用額と一致する

こと。 

７ 損害賠償金等の調定が行われた場合の記載について 

   法第６４条第１項の規定による第三者行為に伴う損害賠償金、法第６５条の規定に

よる不正利得に伴う徴収金及び過誤払療養の給付等不当利得に伴う返還金（以下、こ

れらを総称して「損害賠償金等」という。）について調定（戻入を含む。）をした場合、

次により調整して記載すること。 

（１）調整対象となる月報 

ア 市町村国保 

   療養の給付等に係るものは調定した月の翌月（ただし、４月及び５月で出納整理

期間に係るものとして調定されたものは５月、それ以外で４月に調定されたものは

６月）、それ以外については調定した月の翌々月（ただし、４月及び５月で出納整理

期間に係るものとして調定されたものは５月）とする。 

イ 国保組合 

   療養の給付等に係るものは調定した月（ただし、４月及び５月で出納整理期間に

係らないものとして調定されたものは６月）、それ以外については調定した月の翌々

月（ただし、４月及び５月で出納整理期間に係るものとして調定されたものは５月）

とする。 

（２）調整方法 

ア 損害賠償金等の調定額が当該給付に係る療養の給付等保険者負担額、高額療養費及

び高額介護合算療養費との合算額（以下「保険者負担額」という。）と同額の場合は、

当該給付に係る件数、日数及び費用額等のすべてについて、該当する各欄から控除す

ること。 

イ 損害賠償金等の調定額が当該給付に係る保険者負担額より少ない場合は、件数及び

日数はそのままとし、費用額、保険者負担分及び一部負担金については、調定した月

の前にすでに記載した額を全て控除し、改めて保険者負担額から損害賠償金等の調定

額を控除した額を当該給付に係る保険者負担額で除した割合、または過失相殺等の割

合により算出し直した費用額、保険者負担分及び一部負担金を記載すること。また、

当該給付に係る高額療養費及び高額介護合算療養費がある場合は、調定した月の前に



すでに記載した額を全て控除し、算出し直した一部負担金から改めて高額療養費及び

高額介護合算療養費を算出し記載すること。 

８ 遡及して退職被保険者等であることが確認された場合の記載について 

   遡及退職被保険者等であると確認された者の一般被保険者分として当該年度に支給

した療養の給付等（保険外併用療養費を含む。）は遡及資格確認月の翌月の月報におい

て、また、一般被保険者分として当該年度に支給した療養費等、高額療養費及び高額

介護合算療養費にあっては遡及資格確認月の翌々月の月報において次により調整して

記載すること。 

   なお、前年度以前の年度に支給した療養の給付、療養費等、高額療養費及び高額介

護合算療養費は調整しないこと。 

（１）医療給付の状況及び療養の給付等内訳 

    当該療養の給付（保険外併用療養費を含む。）及び療養費の件数、日数及び費用額

等の全てを当該各欄から控除すること。 

（２）高額療養費の状況 

    すでに支給した高額療養費の支給件数及び支給額について、一般被保険者（遡及

退職被保険者等を含む。）に係る分を控除した後、遡及退職被保険者等をあらためて

退職被保険者等とすることにより算出した高額療養費のうち一般被保険者に係る分

を加えて記載すること。 

（３）高額介護合算療養費の状況 

    すでに支給した高額介護合算療養費の支給件数及び支給額について、一般被保険

者（遡及退職被保険者等を含む。）に係る分を控除した後、遡及退職被保険者等をあ

らためて退職被保険者等とすることにより算出した高額介護合算療養費のうち一般

被保険者に係る分を加えて記載すること。 

 



第四  退職者医療事業月報Ｅ表の記載 

月報Ｅ表は退職被保険者等の一般状況について次により記載すること。なお、本表は国

保組合においては作成を要しないこと。 

 

１ 世帯数 

「単独世帯」欄は、退職被保険者等のみで構成されている世帯の数を、「混合世帯」

欄は、退職被保険者等と一般被保険者とで構成されている世帯の数を本月末の実績

で記載すること。 

２ 退職被保険者等数 

「退職被保険者」欄は法附則第６条第１項に規定する被保険者の数を、「被扶養者」

欄は同条第２項に規定する被保険者の数を前記第二の１の（３）及び（４）に準じ

て記載すること。なお、「計」の各欄の数は、月報Ａ表の「退職被保険者等」の各欄

の数とそれぞれ一致すること。 

（注）遡及退職被保険者等及びその者が属する世帯については、遡及資格確認月の月報よ

り退職被保険者等として計上することとし、遡及資格確認月以前の月報を訂正する必

要はない。 



第五 退職者医療事業月報Ｆ表の記載 

月報Ｆ表は、退職被保険者等に係る医療給付状況について次により記載すること。また、

平成２０年４月以降の診療分に係る「未就学児分」について再掲すること。なお、本表は

国保組合においては作成を要しないこと。 

 

１  月診療分 

退職者医療事業月報月の３か月前の月の暦月を記載すること。 

２ 医療給付の状況 

（１）療養の給付等 

３か月前の診療・調剤分として審査決定した退職被保険者等に係る療養の給付、

食事療養（施行規則第２６条の５及び第２７条の１４の４第６項の規定により標準

負担額減額の特例として支給された入院時食事療養費を除く。） 及び訪問看護の計

について、その内容を前記第三の２の（１）に準じて記載し、食事療養について再

掲して記載すること。なお、請求遅延分及び保険外併用療養費を含めること。さら

に、過誤調整を行った場合には過誤調整後のものを記載すること。 

（２）療養費等 

前々月に支給決定した退職被保険者等に係る療養費等についてその内容を前記第

三の２の（２）に準じて記載すること。 

３ 高額療養費の状況 

前々月に支給決定した退職被保険者等に係る高額療養費について、支給件数及び高

額療養費の額を前記第三の３に準じて記載すること。ただし、一般被保険者と退職被

保険者等の一部負担金相当額を合算して支給する高額療養費は、一部負担金相当額に

より按分して退職被保険者等分を算出して記載することとし、その場合の支給件数は

月報Ｃ表に記載し当該欄には記載しないこと。 

また、「長期高額特定疾病該当者数」欄は、施行令第２９条の２第５項の規定による

保険者の認定を受けている退職被保険者等の本月末における数を記載すること。 

４ 高額介護合算療養費の状況 

前々月に支給決定した退職被保険者等に係る高額療養費について、支給件数及び高

額介護合算療養費の額を前記第三の４に準じて記載すること。また、一般被保険者と

退職被保険者等の自己負担額を対象として支給する高額介護合算療養費は、自己負担

額により按分して退職被保険者等分を算出して記載することとし、その場合の支給件

数は月報Ｃ表に記載し当該欄には記載しないこと。 

５ 療養の給付等内訳 

３か月前の月の診療・調剤分として審査決定した退職被保険者等に係る療養の給付

等についてその内容を前記第三の６に準じて記載すること。療養の給付（保険外併用

療養費を含む。） については、入院、入院外、歯科及び調剤別に区分して件数、日数 （調



剤は処方せん枚数）及び費用額を同様に準じて記載すること。また、食事療養（施行

規則第２６条の５の規定により標準負担額減額の特例として支給された入院時食事療

養費を除く。）及び訪問看護についても件数、日数（食事療養は回数）及び費用額を同

様に準じて記載すること。 

なお、請求遅延分を含めることとし、過誤調整を行った場合には過誤調整後のもの

を記載すること。 

 



第六 新設・解散・合併に伴う月報の作成について 

１ 新設の場合（合併にともなう新設を除く。） 

新設した保険者の月報Ａ表及び月報Ｅ表は新設した月から、月報Ｃ表及び月報Ｆ表

は新設月の翌々月から作成すること。なお、新設月の月報Ａ表の作成に当たっては、

事業開始日の被保険者の数を「被保険者増減内訳」の「本月中増」欄の「その他」欄

に記載すること。 

２ 解散の場合（合併にともなう消滅を除く。） 

解散した保険者は精算期間が終了する月まで月報各表を作成すること。保険者が解

散した月以降の月報の作成に当たっては次の点に注意すること。 

（１）解散月の月報Ａ表及び月報Ｅ表の「本月末現在」欄は「０」を記載し、事業解散日

の被保険者の数を「被保険者増減内訳」の「本月中減」欄の「その他」欄に記載する

こと。 

（２）解散月の翌月以降の月報Ａ表及び月報Ｅ表の「一般状況」は記載する必要はない。 

３ 合併の場合 

合併が行われた月以降の月報は、合併にともなって廃止された保険者（以下「廃止

保険者」という。）が作成する必要はなく、合併後存続する保険者または新設された保

険者が作成すること。なお、廃止保険者が二つ以上の保険者に分割して合併される場

合は、当該合併後の保険者が吸収した分を含めて記載すること。なお、合併月、その

翌月及び翌々月の月報Ｃ表及び月報Ｆ表は合併前の保険給付状況を記載することとな

るが、合併後の保険者が廃止保険者の分を含めて作成すること。 



別添２ 

事業月報集計表及び退職者医療事業月報集計表記載上の注意 

 

１ 一般的注意事項 

（１）都道府県は各保険者から提出された事業月報の各表を集計して、事業月報Ａ表集計

表及びＣ表集計表（以下「事業月報集計表」という。）を作成すること。また、退職者

医療事業月報の各表を集計して退職者医療事業月報Ｅ表集計表及びＦ表集計表（以下

「退職者医療事業月報集計表」という。）を作成すること。 

（２）事業月報集計表は、市町村（特別区を含む。）が行う国民健康保険（以下「市町村国

保」という。）分、国民健康保険組合（以下（「国保組合」という。）分及び市町村国保

と国保組合の合計分の３種類を作成し、市町村国保分は「公」を、国保組合分は「組」

を、市町村国保と国保組合の合計は「計」をそれぞれ丸でかこむこと。また、退職者

医療事業月報集計表は、国保組合分がないので、県計分として１枚作成すること。 

（３）保険者の月報の各欄に記載されている数または金額の間の関係は事業月報集計表及

び退職者医療事業月報集計表についても成り立つので、月報と同様の点検を行うこと。 

（４）「金額」欄はすべて円単位で記載すること。 

（５）保険者より月報の訂正報告があったとき、または誤りを発見したときは、当該月の

事業月報集計表及び退職者医療事業月報集計表において過誤調整することなく、訂正

報告等のあった月報月の事業月報集計表及び退職者医療事業月報集計表を訂正して報

告すること。 

２ その他の注意事項 

（１）事業月報Ａ表集計表 

保険者数について、その状況を「保険者数」欄に記載すること。 



別添３ 

事業年報及び退職者医療事業年報記載上の注意 

 

第一 共通事項の記載 

１ 事業年報及び退職者医療事業年報(以下「年報」という。)は各年度の当初からその

年度の出納閉鎖に至るまでの事業状況をまとめて報告するものであり、報告時点及び

算定方法等が明記されていない報告項目については当該年度に係る事業月報及び退職

者医療事業月報(以下「月報」という。)の累計を記載すること。 

なお、年報各表に対応する月報及び累計の対象となる月報月は別紙１のとおりであ

るので注意すること。 

２ 月報の累計を報告する項目の記載に当たっては、月報記載上の注意を参照すること。 

３ 「都道府県名」、「保険者名」及び「都道府県・保険者番号」欄の記載もれ、記載 

誤りがないよう注意すること。 

４ 「金額」欄は年報Ｂ表(２)、Ｂ表(３)、Ｂ表(４)、Ｅ表(２)及びＥ表(３)各様式の

「保険料(税)賦課徴収状況」を除きすべて円単位で記載すること。 

５ 端数整理は特に指定されてない限り小数点以下第１位を四捨五入して整数で記載す

ること。 

６ すでに報告した年報において数値の誤り、変更等が判明した場合は、変更等のあっ

た年報を訂正して報告すること。 



第二 事業年報Ａ表の記載 

１ 事業開始年月日 

保険者が事業を開始した年月日を記載すること。 

 

２ その他保険給付 

条例又は規約に定めた出産育児一時金及び葬祭費の支給額、並びに傷病手当金及び

出産手当金の支給日額を当該欄に記載すること。また、以下の各事例に該当する場合

は、各方法に従って記載すること。 

（１）年度途中において条例または規約の改正により実施、廃止、支給額等の変更が

行われた場合は改正後の支給額等を記載すること。 

（２）上記以外に条例又は規約に定めた保険給付がある場合は、「その他」欄に支給額

等を記載する。その際に該当する保険給付が２つ以上ある場合は当該欄を全て「９」

で記載し、該当する全ての保険給付の詳細については、別紙４に記載して年報と併せ

て報告すること。 

（３）支給額が世帯主(事業主組合員)と世帯員(その他の組合員及び家族)とで異なる

等、給付要件が複数ある場合は該当する保険給付の欄を全て「９」で記載し、当該欄

の内訳を別紙４に記載して年報と併せて報告すること。 

 

３ 世帯数及び被保険者数（「一般被保険者」欄は除く） 

（１）本年度末現在 

各欄ごとに当該年度末現在の実績を記載すること。 

なお、当該各欄の数は当該年度３月の月報Ａ表の「本月末現在」欄の数とそれ

ぞれ一致すること。 

（２）年度平均 

市町村（特別区を含む。）が行う国民健康保険（以下「市町村国保」という。）

にあっては前年度３月から当該年度２月まで、国民健康保険組合（以下「国保組

合」という。）にあっては当該年度４月から翌年３月までの月報Ａ表の「本月末現

在」欄の数を各欄ごとにそれぞれ累計して１２で除し、該当する欄に記載するこ

と。 

ただし、市町村国保にあっては、平成２０年度に限り平成２０年３月の「（再掲）

３歳未満」を「（再掲）未就学児」として累計の対象とし、「（再掲）前期高齢者」

は平成２０年４月から平成２１年２月までの１１ヶ月分を累計の対象とすること。 

なお、年度途中で保険者が新設及び解散した場合は当該年度における事業実施

月数で除して記載すること。 

 

４ 被保険者数(「一般被保険者」欄) 

各欄ごとに「総数」欄の数から「退職被保険者等」欄の数を控除して記載するこ



と。 

 

５ 介護保険第２号被保険者数 

前記第二の３に準じて記載すること。 

 

６ 標準負担額の減額状況(年度平均) 

前記第二の３に準じて記載すること。 

 

７ 被保険者増減内訳 

当該年度４月から翌年３月までの月報Ａ表の「被保険者増減内訳」の各欄の数をそ

れぞれ累計して該当する欄に記載すること。 

 

８ 本年度末現在事務職員数 

各欄ごとに当該年度末現在の実績を記載すること。 

なお、当該各欄の数は当該年度３月の月報Ａ表の「本月末現在」欄の数とそれぞれ

一致すること。 

 

９ 一部負担割合 

国民健康保険法（以下「法」という。）に規定する一部負担割合の保険者は「法定

割合」欄に、条例または規約により一部負担割合の引き下げをしている保険者は「そ

の他」欄に「１」を記載すること。 



第三 事業年報Ｂ表の記載 

事業年報Ｂ表は、国保特別会計の事業勘定（以下「事業勘定」という。）に係る当該年度

の毎月の収入・支出・支給決定等を累計した決算額を記載するものであり、保険者におい

ては、当該年度の出納閉鎖時までの各月についても経理状況に関する記録（以下「経理記

録」という。） を作成しておくことが必要である。 

１ 収支状況及び資産・負債等の状況 

[１]収入状況及び支出状況 

（１）収入及び支出 

当該年度の決算額を「別紙２ 事業年報科目区分」により区分して該当する欄に

記載し、介護分及び後期高齢者支援金分を再掲すること。 

このうち、「収入」から基金等繰入金Ｃ、繰越金Ｄ、市町村債もしくは組合債Ｅ

を差し引いた額を「小計（単年度収入）Ａ」、「支出」から基金等積立金Ｆ、前年度

繰上充用金Ｇ、公債費（組合債費）Ｈを差し引いた額を「小計（単年度支出）Ｂ」

として別途計上し記載すること。 

なお、当該年度の４月１日から翌年３月３１日までの間に遡及して退職被保険者

等であると確認された者(以下「遡及退職被保険者等」という。)の一般被保険者分

として当該年度に収納した保険料（税）、支出した療養給付費、療養費及び高額療

養費等（「目」において一般被保険者と退職被保険者等に区分されている科目）は

年報及び経理記録において一般被保険者分の科目から控除し、該当する退職被保険

者等分の科目に振り替えたものであること（ただし、前年度以前の年度においてす

でに収入または支出として計上したものについては除く）。 

（２）単年度収支差（Ａ－Ｂ） 

    「小計（単年度収入）Ａ」から「小計（単年度支出）Ｂ」を差し引いた額を記

載すること。 

なお、「小計（単年度支出）Ｂ」額が「小計（単年度収入）Ａ」額を超える場合

は「－」を付して不足額を記載すること。 

（３）収支差引残 

「小計（単年度収入）Ａ」に基金等繰入金Ｃ、繰越金Ｄ、市町村債（組合債）Ｅ

を加えた「収入合計」欄の額(以下「収入決算額」という。)から、「小計（単年度

支出）Ｂ」に基金等積立金Ｆ、前年度繰上充用金Ｇ、公債費（組合債費）Ｈを加え

た「支出合計」欄の額(以下「支出決算額」という。)を差し引いた額を記載するこ

と。なお、収支差引残がある場合には、次年度に繰越した額と基金に編入した額の

内訳を「うち次年度への繰越金Ｉ」及び「うち基金等積立金Ｊ」に記載すること。 

なお、支出決算額が収入決算額を超える場合は「－」を付して不足額を記載する

こと。 

[２]基金等保有額及び市町村債（組合債）の状況 

   基金等繰入金Ｃ、基金等積立金Ｆ、うち基金等積立金Ｊの各項目については、上



記（１）及び（３）で計上した額を記載すること。 

（１）基金等保有額（前年度末）Ｋ 

     前年度の出納閉鎖時現在における、事業勘定に係る基金(国保組合にあっては特 

別積立金、支払準備金、退職積立金及びその他の積立金をいう。以下同じ。)の保 

有額（収支差引残から編入した場合は編入後の保有額）を記載すること。 

なお、前年度の出納閉鎖時に次年度へ繰越さない額で、出納閉鎖後に基金へ編 

入した場合はその額を含めること。 

（２）その他増加額Ｌ及びその他減少額Ｍ 

 事業勘定に係る基金について、事業勘定を介さない経理処理等により、基金等 

繰入金Ｃ、基金等積立金Ｆ、うち基金等積立金Ｊのいずれにも計上されずに保有 

額が変動した場合は、積立額について「その他増加額Ｌ」、取崩し額について「そ 

の他減少額Ｍ」にそれぞれ記載すること。 

  （注）基金の利子収入については、事業勘定を介さない場合、及び事業勘定を介するが 

基金等積立金Ｆに計上されない場合に「その他増加額Ｌ」に含めて記載すること。 

（３）基金等保有額（Ｋ－Ｃ＋Ｆ＋Ｊ＋Ｌ－Ｍ） 

出納閉鎖時現在における、事業勘定に係る基金の保有額（収支差引残から編入

した場合は編入後の保有額）を記載すること。 

なお、出納閉鎖時に次年度へ繰越さない額で、出納閉鎖後に基金へ編入した場

合はその額を含めること。 

したがって、基金等保有額（前年度末）Ｋから基金等繰入金Ｃ及びその他減少 

額Ｍを控除し、基金等積立金Ｆ、うち基金等積立金Ｊ及びその他増加額Ｌを加え

た額と一致すること。 

（４）市町村債(組合債)残高 

事業勘定における長期債の出納閉鎖時における現在高を記載すること。 

[３]資産、負債等の状況（年度末現在） 

   事業勘定の出納閉鎖時現在における以下の各項目について記載すること。 

（１）基金等保有額 a 

     前述（４）で計上した基金等保有額を記載すること。 

（２）次年度への繰越金 b 

     うち次年度への繰越金Ｉとして計上した額を記載すること。 

（３）貸付金等 c 

   事業勘定や基金を原資とする被保険者への貸付金（高額療養費資金貸付金や出 

産費資金貸付金等が該当する。）や他会計への貸付金のうちで、出納閉鎖時現在の 

貸付金残高を記載すること。 

（４）その他の資産 d 

   市町村国保においては、事業勘定に係る資産で基金や貸付金の他に計上すべき 

ものがあれば記載すること。国保組合においては、都道府県に提出する財産目録 



で基金等保有額（貸付金残高を財産目録に計上している場合は、その額を含める） 

を除いた額を記載すること。 

（５）資産合計(a+b+c+d) 

   a から dまでの合計値を記載すること。 

（６）繰上充用金（当年度赤字額）e 

     前述（３）収支差引残において、支出決算額が収入決算額を超える不足額が計 

上された場合、その額から「－」を除いて記載すること。 

（７）市町村債（組合債）残高 f 

     前述（４）で計上した市町村債（組合債）残高を記載すること。 

（８）その他の負債 g 

   市町村債（組合債）及び繰上充用金（当年度赤字額）以外に負債として計上す 

べき額（他会計からの借入金等）があれば記載すること。なお、退職積立金を有 

している国保組合においては、年度末現在の退職給与引当金（年度末に全ての役 

職員が退職した場合に発生する退職給与の支払見込額）を別途計上の上、記載す 

ることが望ましい。 

（９）負債合計(e+f+g) 

   e から gまでの合計値を記載すること。 

（１０）純資産（資産合計-負債合計） 

      資産合計から負債合計を控除した額は、事業勘定における純資産とみなせる

ので、その額を記載すること。 

 

２ 保険料(税)収納状況(一般被保険者分) 

当該年度における退職被保険者等以外の被保険者（以下「一般被保険者」という。）

に係る保険料(税)収納状況を記載すること。なお、遡及退職被保険者等の一般被保険

者分として当該年度に賦課し収納した保険料（税）（滞納繰越分は除く。）は年報及び

経理記録において控除すること（ただし、退職被保険者等としての資格が前年度以前

の年度に遡る場合で、一般被保険者分として前年度以前の年度に賦課し収納した保険

料（税）は除く）。 

（１）調定額 

ア 現年分 

当該年度分の一般被保険者に係る保険料（税）調定額（前年度以前の保険料（税）

として当該年度に新たに調定したものを含む。）を記載すること。 

イ 滞納繰越分 

前年度以前に調定された一般被保険者に係る保険料（税）のうち当該年度に滞納

繰越されたものを記載すること。 

（２）収納額及び還付未済額（別掲） 

当該年度に収納した一般被保険者に係る保険料（税）の額を累計して「収納額」



欄に記載すること。なお、収納した保険料（税）のうち過誤納付がある場合には、

その額を「収納額」欄の額から控除すること。 

また、当該過誤納付に係る還付金の未済額があるときはその額を「還付未済額（別

掲）」欄に記載すること。 

（３）不納欠損額 

当該年度に保険料（税）の不納欠損処分を行った額を記載すること。 

（４）未収額 

「調定額」欄の額から「収納額」及び「不納欠損額」欄の額を控除した額を記載

すること。 

（５）居所不明者分調定額 

調定額のうち、「居所不明被保険者の調査対象簿及び管理簿」（平成４年３月３１

日国保課長内かん）の「居所不明被保険者の不現住認定」欄の「確定日」があって

「住民票の消除年月日」がない一般被保険者に係る確定日の属する月からの調定額

の累計を再掲すること。なお、居所不明者分調定額は調定額の再掲であることに留

意し、居所不明者分調定額を累計した後、他市町村からの転入通知等により資格喪

失処理を行ったときには、その資格喪失処理を行った月以降の「調定額」欄及び「居

所不明者分調定額」欄を更正減すること。 

 

３ 保険給付等支払状況 

一般被保険者に係る当該年度の保険給付等の支払状況を記載すること。ただし、

その他の保険給付費については全ての被保険者に係る分を記載すること。 

（１）支払義務額 

ア 療養給付費 

当該年度における療養の給付に要した費用の額から一部負担金（高額療養費及び

高額介護合算療養費相当額を含む。）の額を控除した額（保険外併用療養費の額を含

む。）、入院時食事療養費、入院時生活療養費及び訪問看護療養費の合算額（以下「療

養の給付等保険者負担額」という。）を記載すること。 

（注１）法第６４条第１項の規定による第三者行為に伴う損害賠償金、法第６５条の規

定による不正利得に伴う徴収金及び過誤払療養の給付等不当利得に伴う返還金を

調定した場合は、当該調定額を控除すること。（後述イ・ウ・エ・オ・カも同様） 

（注２）条例または規約により一部負担金の割合を引き下げている保険者にあっては当

該引き下げられた一部負担金相当額を含めること。また法第４３条第３項の規定

による一部負担金割合の引下げに伴う差額及び法第４４条第１項の規定により一

部負担金を減額または免除した額は含めること。 

（注３）法第４２条第２項または法第４４条第１項第３号の規定により被保険者から直

接徴収する一部負担金を調定した場合は、当該調定額を控除すること。 

（注４）都道府県または市町村の条例等による公費負担額が市町村の一般会計から事業



勘定に繰入れて支出される場合は、当該公費負担額を含めること。 

（注５）遡及退職被保険者等の一般被保険者分として当該年度に支給した療養の給付等

保険者負担額は年報及び経理記録において控除すること。なお、前年度以前の年

度に支給した療養の給付等保険者負担額は控除しないこと。 

（注６）「療養給付費・計」の「支払済額」欄の額と「１[１] 収入状況及び支出状況」

の「支出」の「一般被保険者分・療養給付費」欄の額は一致すること。 

（注７）入院時食事療養費及び入院時生活療養費については、施行規則第２６条の５及

び第２７条の１４の４第６項の規定により、標準負担額減額の特例として支給決

定した入院時食事療養費及び入院時生活療養費を含むこと。 

（ア）計 

当該年度において支出負担行為をした療養の給付等保険者負担額及び前年度以

前に審査決定し当該年度に支払を繰越した療養の給付等保険者負担額を記載する

こと。 

（イ）現年度分（再掲） 

当該年度において支出負担行為をした療養の給付等保険者負担額を記載するこ

と。 

イ 療養費 

当該年度に支給決定した療養費（特別療養費を含む。）及び前年度以前に支給決定

し当該年度に支払を繰越した療養費の額を記載すること。なお、法第５６条第２項

の規定による差額は含めること。 

（注１）遡及退職被保険者等の一般被保険者分として当該年度に支給した療養費の額は

年報及び経理記録において控除すること。なお、前年度以前の年度に支給した療

養費の額は控除しないこと。 

（注２）「療養費・計」の「支払済額」欄の額と「１[１] 収入状況及び支出状況」の「支

出」の「一般被保険者分・療養費」欄の額は一致すること。 

（注３）施行規則第２６条の５及び第２７条の１４の４第６項の規定により標準負担額

減額の特例として支給決定した入院時食事療養費及び入院時生活療養費は、「ア 

療養給付費」へ記載するため含めないこと。 

（ア） 計 

当該年度において支給決定した療養費及び前年度以前に支給決定し当該年度に

支払を繰越した療養費の額を記載すること。 

（イ） 現年度分（再掲） 

当該年度において支給決定した療養費の額を記載すること。 

ウ 高額療養費 

当該年度に支給決定した高額療養費及び前年度以前に支給決定し当該年度に支払

を繰越した高額療養費の額を記載すること。なお、施行令第２９条の２第１項、第

２項及び第４項の規定により支給決定した世帯合算に係る高額療養費（以下「世帯



合算高額療養費」という。）のうち一般被保険者及び退職被保険者等の一部負担金等

を対象として支給決定した世帯合算高額療養費の場合は、「国民健康保険における高

額療養費支給事務の取扱い等について」（昭和５９年９月２８日保険発第７２号）の

示す方法により一般被保険者及び退職被保険者等の一部負担金の額により按分して

算出した一般被保険者分の高額療養費相当額を記載すること。 

（注１）遡及退職被保険者等の一般被保険者分として当該年度に支給した高額療養費（世

帯合算高額療養費を含む。）は、年報及び経理記録において当該高額療養費のうち一

般被保険者（遡及退職被保険者等を含む。）に係る額を控除した後、遡及退職被保険

者等をあらためて退職被保険者等とすることにより算出した高額療養費（世帯合算

高額療養費を含む。）のうち一般被保険者に係る額を加えて記載すること。なお、前

年度以前の年度に支給した高額療養費の額は加減しないこと。 

（注２）「高額療養費・計」の「支払済額」欄の額と「１[１] 収入状況及び支出状況」

の「支出」の「一般被保険者分・高額療養費」欄の額は一致すること。 

エ 高額介護合算療養費 

当該年度に支給決定した高額介護合算療養費及び前年度以前に支給決定し当該年

度に支払を繰越した高額介護合算療養費の額を記載すること。なお、支給決定した

世帯合算に係る高額介護合算療養費（以下「世帯合算高額介護合算療養費」という。）

のうち一般被保険者及び退職被保険者等の一部負担金等を対象として支給決定した

世帯合算高額療養費の場合は、一般被保険者及び退職被保険者等の一部負担金の額

により按分して算出した一般被保険者分の高額療養費相当額を記載すること。 

（注１）遡及退職被保険者等の一般被保険者分として当該年度に支給した高額介護合算

療養費は、年報及び経理記録において当該高額療養費のうち一般被保険者（遡及退

職被保険者等を含む。）に係る額を控除した後、遡及退職被保険者等をあらためて退

職被保険者等とすることにより算出した高額介護合算療養費のうち一般被保険者に

係る額を加えて記載すること。なお、前年度以前の年度に支給した高額介護合算療

養費の額は加減しないこと。 

（注２）「高額介護合算療養費・計」の「支払済額」欄の額と「１[１] 収入状況及び支

出状況」の「支出」の「一般被保険者分・高額介護合算療養費」欄の額は一致する

こと。 

オ 移送費 

当該年度に支給決定した移送費及び前年度以前に支給決定し当該年度に支払を繰

越した移送費の額を記載すること。なお、法第５６条第２項の規定による差額は含

めること。 

（注１）遡及退職被保険者等が一般被保険者として支給を受けた移送費の額は、当該事

実が確認された年報及び経理記録において控除すること。なお、前年度以前の年度

に支給した移送費の額は加減しないこと。 

（注２）「移送費・計」の「支払済額」欄の額と「１[１] 収入状況及び支出状況」の「支



出」の「一般被保険者分・移送費」欄の額は一致すること。 

カ その他の保険給付費 

当該年度において支給決定した出産育児給付、葬祭給付及び条例または規約に基

づき行われているその他の給付の額、並びに前年度以前に支給決定し当該年度に支

払を繰越したこれらの給付の額を記載すること。なお、「支払済額」欄の額は「１[１]  

収入状況及び支出状況」の「支出」の「出産育児諸費」、「葬祭諸費」、「育児諸費」

及び「その他」欄の額を合計した額と一致すること。 

キ 老人保健医療費拠出金 

前年度以前に納付すべき老人保健医療費拠出金で当該年度に支払が繰越された

拠出金の額を合計して記載すること。なお、「支払済額」欄の額は「１[１] 収入

状況及び支出状況」の「支出」の「老人保健拠出金・医療費拠出金」欄の額と一致

すること。 

ク 前期高齢者納付金 

社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」という。）より当該年度に納付す

べき納付金として決定された前期高齢者納付金の額（年額）及び前年度以前に納付

すべき前期高齢者納付金で当該年度に支払が繰越された納付金の額を合計して記

載すること。なお、「支払済額」欄の額は「１[１] 収入状況及び支出状況」の「支

出」の「前期高齢者納付金」欄の額と一致すること。 

ケ 後期高齢者支援金 

支払基金より当該年度に納付すべき支援金として決定された後期高齢者支援金の

額（年額）及び前年度以前に納付すべき後期高齢者支援金で当該年度に支払が繰越

された納付金の額を合計して記載すること。 

なお、「支払済額」欄の額は「１[１] 収入状況及び支出状況」の「支出」の「後

期高齢者支援金」欄の額と一致すること。 

コ 介護納付金 

支払基金より当該年度に納付すべき納付金として決定された介護給付費納付金の

額（年額）及び前年度以前に納付すべき介護給付費納付金で当該年度に支払が繰越

された納付金の額を合計して記載すること。 

なお、「支払済額」欄の額は「１[１] 収入状況及び支出状況」の「支出」の「介

護納付金」欄の額と一致すること。 

（２）支払済額 

当該年度における療養給付費、療養費、高額療養費、高額介護合算療養費、移送

費及びその他の保険給付費に係る支払済額、並びに老人保健医療費拠出金、前期高

齢者納付金、後期高齢者支援金、介護納付金に係る支払済額を記載すること。なお、

過誤払療養の給付等不当利得に伴う返還金が戻入された場合は、その額を控除する

こと。 

また、遡及退職被保険者等の一般被保険者分として当該年度に支給した療養の給



付、療養費、高額療養費、高額介護合算療養費及び移送費に係る支払済額は、年報

及び経理記録において控除すること。なお、前年度以前の年度に支給した当該給付

に係る支払済額は控除しないこと。 

さらに、都道府県及び市町村の条例等による公費負担額が市町村の一般会計から

事業勘定に繰入れて支出される場合には当該公費負担額を含めること。 

（３）徴収金等 

当該年度の法第６４条第１項の規定による第三者行為に伴う損害賠償金、法第６

５条の規定による不正利得に伴う徴収金及び法第４２条第２項または法第４４条第

１項第３号の規定による一部負担金に係る徴収金の歳入調定額（過誤払療養の給付

等不当利得に伴う返還金であって、当該返還金に係る療養の給付等を支出した年度

の出納閉鎖日以後に調定したものを含む。）を記載すること。 

（４）戻入未済額 

当該年度において、当該支出科目に戻すべき過誤払療養の給付等不当利得に伴う

返還金について戻入未済がある場合は、当該戻入未済額を記載すること。 

（５）未払額 

「支払義務額」欄の額から「支払済額」欄の額を控除し、「徴収金等」及び「戻入

未済額」欄の額を加えて記載すること。 

 

４ 保険料(税)(医療給付費分)賦課徴収状況(一般被保険者分) 

一般被保険者に係る当該年度の現年分保険料（税）のうち、医療給付費分に係る賦

課徴収状況を記載すること。 

また、当該保険者内で不均一の賦課方式を採用している場合は、当該保険者の全体

分と併せて、賦課区分ごとに対象地域名（合併を事由とする不均一の場合は、合併前

の旧保険者名など）と保険者番号を設定し当該賦課徴収状況を作成すること。 

なお、一般被保険者分として賦課された、遡及退職被保険者等の現年度分保険料(税)

に係る算定額等は退職被保険者等分として振り替えたものであること。 

（１）均一・不均一賦課の別 

均一の賦課方式である場合は「均一賦課」欄に、不均一の賦課方式の場合は「不

均一賦課」欄に「１」を記載すること。また、不均一賦課の場合は括弧内に賦課

区分ごとの通し番号を記載すること。 

（２）保険料・保険税の別、保険料(税)賦課方式及び保険料(税)徴収回数 

条例または規約に定めている保険料(税)の賦課・徴収の方式等に従って記載する

こと。 

また、年度の途中で条例または規約の改正により変更があった場合は変更後の方

式等を本欄に記載することと共に、不均一の賦課方式を採用している場合で、地域

によって賦課・徴収の方式等が異なる項目については、当該保険者の全体分の該当

項目には「０」を記載すること(下記（11）、（19）及び（20）も同様である。)。 



ア 保険料・保険税の別 

地方税法の規定による国保税を賦課している保険者は「税」欄に、他の場合に

は「料」欄に「１」を記載すること。 

イ 保険料(税)賦課方式 

次の区分に従って該当する欄に「１」を記載すること。 

４方式 所得割額、資産割額、被保険者均等割額及び世帯別平等割額を合わせ

て課している場合 

３方式 所得割額、被保険者均等割額及び世帯別平等割額を合わせて課してい

る場合 

２方式 所得割額及び被保険者均等割額を合わせて課している場合 

その他 前記のいずれにも該当しない場合 

ウ 保険料(税)徴収回数 

条例または規約に定めている納期の回数を記載すること。 

（３）保険料(税)算定額 

賦課期日現在の保険料(税)算定額のうち一般被保険者に係る額を記載すること。 

（注１）この場合の「算定額」とは所得割課税対象額、資産割課税対象額、課税対象

被保険者数、課税対象世帯数に条例または規約に定めている料(税)率を乗じて

得た額の総額であって軽減・減免等による額及び賦課限度額を超える額を控除

する前の額である。 

（注２）賦課期日以後当該年度の１月３１日までに資格取得の届出が行われた場合で、

資格の取得が賦課期日以前に遡って適用される場合は、それに係る算定額を含

めて記載すること。また、賦課期日以後当該年度の１月３１日までに資格喪失

の届出が行われた場合で、賦課期日以前に被保険者資格を喪失したことになる

場合は、それに係る算定額を除いて記載すること。なお、１月３１日までに所

得等の更正決定が行われた場合は更正決定後の所得等に基づいて算定された額

を記載すること。(下記（４）から（７）、（10）及び（12）から（18）まで同様

である。) 

（４）保険料(税)軽減額 

賦課期日現在において、施行令２９条の７第５項及び地方税法第７０３条の５で

定められた基準により低所得世帯の納付（納税）義務者に対して課する保険料(税)

を軽減した場合は、前記（３）の保険料(税)算定額から減じた額のうち一般被保険

者に係る額を記載すること。 

なお、賦課期日以後の資格の得喪に伴い保険料(税)軽減額の変更があった場合は、

その変更額をこの欄に含めずに「増減額」欄に含めて記載すること。（下記（５）か

ら（７）まで同様である。） 

また、条例等により別に低所得世帯等に対して保険料（税）の減免を行った場合

はその額を下記（６）に含め、当該欄には含めないので注意すること。(下記(14)



も同様である。) 

国保組合の場合は当該欄へ記載する必要はない。 

（５）災害等による減免額 

当該年度において災害等の事由により、条例等の規定で保険料(税)の減免が行わ

れた場合、当該年度の保険料(税)から当該減免によって減じられた額のうち一般被

保険者に係る額を記載すること。 

なお、国民健康保険の国庫負担金及び被用者保険等保険者拠出金等の算定等に関

する政令第４条第３項の規定による特別調整交付金の交付対象とならない保険料

(税)減免額は下記（６）に含め、当該欄には含めないので注意すること。 

（６）その他の減免額 

前記（４）及び（５）の保険料（税）の軽減、災害等による減免以外に条例ま

たは規約等により保険料(税)の減免を行った場合は賦課期日現在において当該年

度の保険料（税）から当該減免によって減じた額のうち一般被保険者に係る額を

記載すること。 

（７）賦課限度額を超える額 

賦課期日現在の保険料（税）算定額（前述の軽減等を行った後の額）のうち、条

例または規約に定めている賦課限度額を超えることとなる額で一般被保険者に係

る額を記載すること。 

（８）増減額 

賦課期日以後の資格の得喪等によって保険料（税）調定額の変更が行われた場合、

その変更による増減額のうち一般被保険者に係る額を記載すること。 

賦課期日以後の被保険者数の増減に伴う軽減額及び賦課限度額を超える額の変

更による増減額はこの欄に含めて記載すること。また、被保険者の資格の取得が前

年度以前に遡って適用される場合は前年度の保険料として調定した額を当該欄に

含めて記載し、「保険料（税）算定額」欄に含めないこと。 

なお、保険料（税）調定額の増加分が減少分を超える場合は符号欄の「増」欄に、

減少分が増加分を超える場合は「減」欄に「１」を記載し、他の場合は符号欄に何

も記載しないこと。 

（９）保険料(税)調定額 

「保険料(税)算定額」欄の額から「保険料(税)軽減額」、「災害等による減免額」、

「その他の減免額」及び「賦課限度額を超える額」欄の額を減じ、さらに「増減額」

欄の額を加減(「増」の場合は加え、「減」の場合は減じる。)して記載すること。 

（10）保険料(税)算定額内訳 

賦課期日現在における保険料（税）算定額のうち一般被保険者に係る額につい

て所得割、資産割、被保険者均等割及び世帯別平等割の別にそれぞれ該当する欄

に記載すること。 

なお、「保険料（税）算定額内訳」各欄の額の合計は「保険料（税）算定額」欄



の額と一致すること。 

また、下段には各内訳額の算定額に対する割合を百分率で記載すること。この場

合小数点以下第３位を四捨五入し、小数点以下第２位まで記載すること。 

（注１）保険料（税）の賦課方式が「その他」に該当する保険者で、前記の区分に従

って算定額の内訳を記載することが困難な場合は各欄を適宜訂正して記載を行

っても差し支えないこと。(下記（11）及び（12）も同様である。) 

（注２）国保組合の場合は当該欄に記載する必要はない。 

（11）料（税）率 

条例または規約に定めている所得割料（税）率、資産割料（税）率、被保険者均

等割額、世帯別平等割額をそれぞれ該当する各欄に記載すること。なお、国保組合

の場合は当該欄に記載する必要はない。 

（12）課税対象額 

ア 所得割 

保険料（税）納入義務世帯（以下「課税対象世帯」という。）の賦課期日現在

における所得割額の算定の基礎となった所得または市町村民税額等のうち一般

被保険者に係る額を記載すること。 

イ 資産割 

課税対象世帯の賦課期日現在における資産割額の基礎となった固定資産税額

または固定資産税額のうち土地家屋に係る部分の額等で一般被保険者に係る額

を記載すること。 

（注）国保組合の場合は当該欄に記載する必要はない。 

（13）課税対象世帯数 

課税対象世帯のうち一般被保険者が属する世帯の賦課期日現在における数を記

載すること。 

なお、一般被保険者と退職被保険者等とが混在している世帯の数も含めること。

(下記(14)から(17)まで同様である。) 

（14）保険料(税)軽減世帯数 

施行令２９条の７第５項及び地方税法第７０３条の５で定められた基準により、

保険料（税）の軽減の対象となった課税対象世帯のうち一般被保険者が属する世帯

の賦課期日現在における数を記載すること。なお、国保組合の場合は当該欄へ記載

する必要はない。 

（15）災害等による減免世帯数 

当該年度において前記（５）の災害等による減免の対象となった課税対象世帯の

うち一般被保険者が属する世帯数を記載すること。 

（16）その他の減免世帯数 

当該年度において前記（６）のその他の減免の対象となった課税対象世帯のうち

一般被保険者が属する世帯数を記載すること。 



（17）賦課限度額を超える世帯数 

課税対象世帯の保険料（税）額が条例または規約に定めた賦課限度額を超えるこ

ととなる課税対象世帯のうち一般被保険者が属する世帯の賦課期日現在における

数を記載すること。 

（18）課税対象被保険者数 

課税対象世帯に属する一般被保険者の賦課期日現在における数を記載すること。 

（19）賦課限度額 

条例または規約に定めている賦課限度額を記載すること。なお、国保組合の場合

は当該欄に記載する必要はない。 

（20）所得割の算定基礎・資産割の算定基礎 

条例または規約に定めている所得割額及び資産割額の算定の基礎となる所得、

資産等の評価基準についてそれぞれ下記区分に従い該当する項目に「１」を記載

すること。 

なお、国保組合の場合は当該欄に記載する必要はない。 

ア 所得割算定の基礎 

① 課税総所得金額(基礎控除) 

いわゆる「旧ただし書き方式」による課税総所得金額であって、地方税法第

３１４条の２第１項に規定する総所得金額及び山林総所得金額の合計額から

同条第２項の規定による控除をした後の額に基づいて所得割額を算定してい

る場合。 

② 課税総所得金額（各種控除） 

いわゆる「本文方式」による課税総所得金額であって、地方税法第３１４条

の２第１項に規定する総所得金額及び山林総所得金額の合計額から同項各号

の規定による各種控除及び同条第２項の規定による控除をした後の額に基づ

いて所得割額を算定している場合。 

③ 市町村民税の所得割額 

市町村民税の所得割額(退職所得に係る所得割額を除く。)に基づいて算定し

ている場合。 

④ 市町村民税額等 

市町村民税額または都道府県民税額と市町村民税額の合計額に基づいて算

定している場合。 

⑤ その他 

前記①から④のいずれにも該当しない場合。 

イ 資産割の算定基礎 

固定資産税額を資産割の算定基礎としている場合は、「①固定資産税額等」に、

固定資産税額のうち土地・家屋に係る分を資産割の算定基礎としている場合は

「②固定資産税額のうち土地・家屋に係る部分の額」に、①及び②のいずれにも



該当しない場合は「③その他」に「１」を記載すること。 

 

４の２ 保険料（税）（後期高齢者支援金分）賦課徴収状況（一般被保険者分） 

一般被保険者に係る当該年度の現年分保険料（税）のうち、後期高齢者支援金分に

係る賦課徴収状況を前記第三の４に準じて記載すること。 

 

４の３ 保険料（税）（介護納付金分）賦課徴収状況（介護保険第２号被保険者分） 

介護保険第２号被保険者に係る当該年度の現年分保険料（税）のうち、介護給付金

分に係る賦課徴収状況を前記第三の４に準じて記載すること。 



第四 事業年報Ｃ表の記載 

当該年度において支給決定した一般被保険者に係る保険給付の状況を記載すること。

ただし「４ その他の保険給付の状況」については全ての被保険者に係る分を記載する

こと。 

なお、一般被保険者分として支給した遡及退職被保険者等の医療給付は、退職被保険

者等分に振り替えたものであること（前年度以前の年度に支給した療養の給付、療養費

等、高額療養費及び高額介護合算療養費は調整しないこと。）。 

従って、「長期高額特定疾病該当者数」欄を除き、当該年度の６月から翌年５月までの

月報Ｃ表各欄の数を累計して記載することとなる。 

ただし、市町村国保にあっては、平成２０年度に限り平成２０年６月の「１．医療給

付の状況」中「（４）３歳未満分再掲」の「療養の給付等」、「食事療養・生活療養（再掲）」、

及び「４．療養の給付等内訳」の各欄の数値を、「（４）未就学児分再掲」として累計の

対象とすること。 

 

 １ 長期高額特定疾病該当者数 

当該年度６月から翌年５月までの月報Ｃ表の「長期高額特定疾病該当者数」欄の数

の累計を１２で除して記載すること。 



第五 退職者医療事業年報Ｅ表の記載 

１ 一般状況 

（１）世帯数及び退職被保険者等数（「計」欄は除く。） 

ア 本年度末現在 

各欄ごとに本年度末現在の実績を記載すること。 

なお、当該各欄の数は当該年度３月の月報Ｅ表の「本月末現在」欄の数とそ

れぞれ一致すること。 

イ 年度平均 

前年度３月から当該年度２月までの月報Ｅ表の「本月末現在」欄の数を各欄

ごとにそれぞれ累計して１２で除し、該当する欄に記載すること。 

（２）退職被保険者等数（「計」欄） 

各欄ごとに「退職被保険者」欄の数と「被扶養者」欄の数を合計して記載する

こと。 

なお、当該各欄の数は年報Ａ表の「退職被保険者等」欄の数とそれぞれ一致す

ること。 

 

２ 経理状況 

（１）収入状況及び支出状況 

当該年度の決算額を「別紙３ 退職者医療事業年報科目区分」により区分して

該当する欄に記載すること。 

なお、当該年度の４月１日から翌年３月３１日までの間の遡及退職被保険者等

であることを確認したことにより、年報Ｂ表の「１[１] 収入状況及び支出状況」

欄において一般被保険者分から退職被保険者等に係る科目に振替調整が行われた

保険料（税）、療養給付費、療養費及び高額療養費等については、当該欄において

も同様に振替調整を行うこと。 

（注１）「収入」の「保険料(税)」の「医療給付費分」欄の額は、年報Ｂ表の「１[１]  

収入状況及び支出状況」における「保険料(税)」の「退職被保険者等分・医療

給付費分」欄の額と一致すること。また、「支出」の「医療給付費・小計」、「高

額療養費」、「高額介護合算療養費」及び「移送費」欄の額も同様に年報Ｂ表の

該当する各欄の額と一致すること。 

（注２）「療養給付費交付金」欄の額は、年報Ｂ表の「１[１] 収入状況及び支出状況」

における「療養給付費等交付金」欄の額から、法附則第７条第１項第２号に規

定する退職被保険者等に係る調整対象基準額及び後期高齢者支援金相当額を控

除した額とし、前年度の療養給付費交付金の不足に伴う追加交付を受けた場合

は追加交付額を加え、前年度の療養給付費交付金の超過に伴う返還額の充当措

置を行った場合は充当額を差し引くこと。 

（注３）「繰越金」欄の額は、年報Ｂ表の「１[１] 収入状況及び支出状況」におけ



る「繰越金」欄の額のうち、療養給付費交付金に係る繰越金から、法附則第７

条第１項第２号に規定する退職被保険者等に係る調整対象基準額及び後期高

齢者支援金相当額を控除した額を再掲して記載すること。 

（注４）「前年度繰上充用金」欄の額は、年報Ｂ表の「１[１] 収入状況及び支出状

況」における「前年度繰上充用金」欄の額のうち、退職被保険者等に係るもの

を再掲して記載すること。 

（２）保険料(税)収納状況 

退職被保険者等に係る当該年度の保険料(税)収納状況を前記第三の２に準じて記

載すること。ただし、遡及退職被保険者等の一般被保険者分として当該年度に賦課

し収納した保険料（税）（滞納繰越分は除く。）を加えること。 

なお、退職被保険者等に係る保険料(税)の算出は昭和５９年１１月１０日保険発

第９８号「国民健康保険料(税)の振り分けについて」により行うものであること。（下

記（４）も同様である。） 

（３）医療給付支払状況 

当該年度の退職被保険者等に係る療養の給付等保険者負担額、療養費の額（法第

５６条第２項の規定による差額を含む。）、高額療養費の額、高額介護合算療養費及

び移送費の額の支払状況を前記第三の３に準じて記載すること。なお、前記第三の

３の（１）のアの（注５）並びに同イ、同ウ、同エ及び同オの（注１）により年報

Ｂ表から療養の給付等保険者負担額、療養費の額、高額療養費の額及び移送費の額

を控除した場合には、年報及び経理記録において次により調整して該当する欄に記

載すること。 

ア 療養給付費 

当該控除した療養の給付等保険者負担額として支給すべき額の合算額を加えて記

載すること。 

イ 療養費 

当該控除した療養費の額及び療養費の追加として支給すべき額の合算額を加えて

記載すること。 

ウ 高額療養費 

既に支給した高額療養費（世帯合算高額療養費を含む。）の額のうち、退職被保険

者等（遡及退職被保険者等を除く。）に係る分を控除した後、遡及退職被保険者等を

改めて退職被保険者等とすることにより算出した高額療養費（世帯合算高額療養費

を含む。）の額のうち退職被保険者等に係る分を加えて記載すること。 

エ 高額介護合算療養費 

既に支給した高額介護合算療養費の額のうち、退職被保険者等（遡及退職被保険

者等を除く。）に係る分を控除した後、遡及退職被保険者等を改めて退職被保険者等

とすることにより算出した高額介護合算療養費の額のうち退職被保険者等に係る分

を加えて記載すること。 



オ 移送費 

当該控除した移送費の額及び移送費の追加として支給すべき額の合算額を加えて

記載すること。 

（注）「療養給付費・計」の「支払済額」欄の額と、「（１）収入状況及び支出状況」に

おける「支出」の「療養給付費」欄の額は一致すること。 

また、「療養費・計」、「高額療養費」、「高額介護合算療養費」及び「移送費」

の「支払済額」欄も同様に「（１）収入状況及び支出状況」の該当する各欄の

額と一致すること。 

（４）保険料（税）（医療給付費分）賦課徴収状況 

退職被保険者等に係る当該年度の現年分保険料（税）のうち、医療給付費分に

係る賦課の内容を前記第三の４に準じて記載すること。 

なお、一般被保険者分として賦課された遡及退職被保険者等の現年分保険料

(税)に係る算定額等は、退職被保険者等分として振り替えたものであること。 

 

（５）保険料（税）（後期高齢者支援金分）賦課徴収状況 

退職被保険者等に係る当該年度の現年分保険料（税）のうち、後期高齢者支援

金分に係る賦課徴収状況を前記第三の４に準じて記載すること。 

なお、一般被保険者分として賦課された、遡及退職被保険者等の現年分保険料

(税)に係る算定額等は退職被保険者等分として振り替えたものであること。 



第六 退職者医療事業年報Ｆ表の記載 

当該年度の歳出として支給決定した退職被保険者等に係る医療給付の状況を記載する

こと。 

なお、一般被保険者分として支給決定した遡及退職被保険者等の医療給付は、退職被

保険者等分に振り替えたものであること（前年度以前の年度に支給した療養の給付、療

養費等、高額療養費及び高額介護合算療養費は調整しないこと。）。 

従って、「長期高額特定疾病該当者数」欄を除き、当該年度の６月から翌年５月までの

月報Ｆ表各欄の数を累計して記載することとなる。 

１ 長期高額特定疾病該当者数 

当該年度６月から翌年５月までの月報Ｆ表の「長期高額疾病該当者数」欄の数の累

計を１２で除して記載すること。 



 

別紙 1 

年報各表に対応する月報と月報月 

年報の区分 対応する月報 累計の対象となる月報月 

Ａ表 Ａ表 当該年度の４月～翌年３月 

Ｃ表 Ｃ表 当該年度の６月～翌年５月 

Ｆ表 Ｆ表 当該年度の６月～翌年５月 

 



別紙２ 事業年報科目区分 

 

１ 収入 

事業年報科目 事 業 勘 定 科 目 

歳         入 
収    入 

市  町  村  国  保 国  保  組  合 

保険料（税） 

一般被保険者分 

 

 

医療給付費分 

 

 

 

後期高齢者支援金分 

 

介護納付金分 

 

退職被保険者等分 

 

 

医療給付費分 

 

後期高齢者支援金分 

 

介護納付金分 

 

国庫支出金 

事務費負担金 

 

療養給付費等負担金 

 

高額医療費共同事業負担

金 

特定健康診査等負担金 

 

第１款 国民健康保険料（税） 

第１款第１項第１目 

一般被保険者国民健康保険料（税） 

第１款第１項第１目第１節 

（医療給付費分現年課税分） 

（医療給付費分滞納繰越分） 

 

 

（後期高齢者支援金分現年課税分） 

（後期高齢者支援金分滞納繰越分） 

（介護納付金分現年課税分） 

（介護納付金分滞納繰越分） 

第１款第１項第２目 

退職被保険者等国民健康保険料（税） 

第１款第１項第２目第１節 

（医療給付費分現年課税分） 

（医療給付費分滞納繰越分） 

（後期高齢者支援金分現年課税分） 

（後期高齢者支援金分滞納繰越分） 

（介護納付金分現年課税分） 

（介護納付金分滞納繰越分） 

第５款 国庫支出金 

―――――――― 

 

第５款第１項第１目 療養給付費等負担金 

 

第５款第１項第２目 

高額医療費共同事業負担金 

第５款第１項第３目 

特定健康診査等負担金 

 

第１款 国民健康保険料 

 

第１款第１項第１目第１節 

(医療給付費分現年分） 

(医療給付費分滞納繰越分） 

(後期高齢者組合員分現年分） 

(後期高齢者組合員分滞納繰越分）

(後期高齢者支援金分現年分） 

（後期高齢者支援金分滞納繰越分）

（介護納付金分現年分） 

（介護納付金分滞納繰越分） 

―――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５款 国庫支出金 

第５款第１項第１目 

 国民健康保険組合事務費負担金 

第５款第２項第１目 国民健康保険

組合療養給付費補助金等 

第５款第２項第２目第 1節 

（高額医療費共同事業補助金） 

第５款第２項第３目 国民健康保険

組合特定健康診査等補助金 



普通調整交付金 

特別調整交付金 

出産育児一時金補助金 

 

特別対策費補助金 

 

 

療養給付費等交付金 

前期高齢者交付金 

都道府県支出金 

高額医療費共同事業負担

金 

 特定健康診査等負担金 

 

第一号都道府県調整交付

金 

 第二号都道府県調整交付

金 

広域化等支援基金支出金 

 その他 

連合会支出金 

共同事業交付金 

 高額医療費共同事業交付

金 

 保険財政共同安定化事業

交付金 

繰入金 

一般会計（市町村補助） 

   

保険基盤安定 

（保険税軽減分） 

  保険基盤安定 

（保険者支援分） 

  基準超過費用 

職員給与費等 

  出産育児一時金等 

  財政安定化支援事業 

第５款第２項第２目 （普通調整交付金） 

第５款第２項第２目 （特別調整交付金） 

 ―――――――― 

 

第５款第２項第３目 

国民健康保険特別対策費補助金 

 

第６款 療養給付費等交付金 

第７款 前期高齢者交付金 

第８款 都道府県支出金 

第８款第１項第１目 

 高額医療費共同事業負担金 

第８款第１項第２目 

特定健康診査等負担金 

第８款第２項第２目 

 （第一号都道府県調整交付金） 

第８款第２項第２目 

 （第二号都道府県調整交付金） 

第８款第３項 広域化等支援基金支出金 

第８款第２項第１目  

第９款 連合会支出金 

第１０款 共同事業交付金 

第１０款第 1項第 1目 

 高額医療費共同事業交付金 

第１０款第 1項第２目 

 保険財政共同安定化事業交付金 

第１３款 繰入金 

第１３款第１項 他会計繰入金 

第１３款第１項第１目第１節 

（保険基盤安定繰入金（保険税軽減分））

 

（保険基盤安定繰入金（保険者支援分））

 

（基準超過費用繰入金） 

（職員給与費等繰入金） 

 （出産育児一時金等繰入金） 

 （財政安定化支援事業繰入金） 

―――――――― 

―――――――― 

第５款第２項第２目第 1節 

（出産育児一時金補助金） 

第５款第２項第２目第 1節 

（国民健康保険組合特別対策費補助

金） 

―――――――― 

第６款 前期高齢者交付金 

第７款 都道府県支出金 

―――――――― 

―――――――― 

第７款第１項第１目 国民健康保険

組合特定健康診査等補助金 

―――――――― 

 

―――――――― 

 

―――――――― 

第７款第１項第２目 

―――――――― 

第８款 共同事業交付金 

第８款第 1項第 1目 

 高額医療費共同事業交付金 

―――――――― 

 

第１１款 繰入金 

 

 

―――――――― 

 

―――――――― 

 

―――――――― 

―――――――― 

―――――――― 

―――――――― 



  その他 

 直診勘定 

 

その他の収入 

 

 

 

 

 

基金等繰入金 

繰越金 

市町村債（組合債） 

 （その他一般会計繰入金） 

第１３款第３項 直営診療施設勘定繰入金 

 

第２款 一部負担金 

第３款 分担金及び負担金 

第４款 使用料及び手数料 

第１１款 財産収入 

第１２款 寄付金 

第１５款 諸収入 

第１３款第２項 基金繰入金 

第１４款 繰越金 

第１６款 市町村債 

第１１款第１項 他会計繰入金 

第１１款第３項  

直営診療施設勘定繰入金 

第２款 一部負担金 

第３款 分担金及び負担金 

第４款 使用料及び手数料 

第９款 財産収入 

第１０款 寄付金 

第１３款 諸収入 

第１１款第２項 準備金繰入金 

第１２款 繰越金 

第１４款 組合債 

 



２ 支出 

事業年報科目 事 業 勘 定 科 目 

歳         出 
支    出 

市  町  村  国  保 国  保  組  合 

総務費 

 

保険給付費 

 一般被保険者分 

療養給付費 

  

療養費 

  

 高額療養費 

   

高額介護合算療養費 

 

移送費 

   

出産育児諸費 

   

葬祭諸費 

  育児諸費 

  その他 

 

 

 

退職被保険者等分 

  療養給付費療養費 

   

 

高額療養費 

   

高額介護合算療養費 

   

移送費 

 

第１款 総務費 

 

第２款 保険給付費 

 

第２款第１項第１目 

一般被保険者療養給付費 

第２款第１項第３目 

一般被保険者療養費 

第２款第２項第１目 

 一般被保険者高額療養費 

第２款第２項第３目 

 一般被保険者高額介護合算療養費 

第２款第３項第１目 

 一般被保険者移送費 

第２款第４項 出産育児諸費 

 

第２款第５項 葬祭諸費 

第２款第６項 育児諸費 

第２款第７項 

 

 

 

第２款第１項第２目  

 退職被保険者等療養給付費 

第２款第１項第４目 

 退職被保険者等療養費 

第２款第２項第２目 

退職被保険者等高額療養費 

第２款第２項第４目 

退職被保険者等高額介護合算療養費 

第２款第３項第２目 

退職被保険者等移送費 

第１款 組合会費 

第２款 総務費 

第３款 保険給付費 

 

第３款第１項第１目 

療養給付費 

第３款第１項第２目 

療養費 

第３款第２項第１目 

 高額療養費 

第３款第２項第２目 

 高額介護合算療養費 

第３款第３項 

 移送費 

第３款第４項 

 出産育児諸費 

第３款第５項 葬祭諸費 

第３款第６項 育児諸費 

第３款第７項 傷病手当金

第３款第８項 

 結核・精神医療給付金 

第３款第９項 

―――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



審査支払手数料 

 

後期高齢者支援金等 

  

後期高齢者支援金 

 

事務費拠出金 

 

前期高齢者納付金等 

  

前期高齢者納付金 

 

事務費拠出金 

 

老人保健拠出金 

 医療費拠出金 

  

事務費拠出金 

 

介護納付金 

共同事業拠出金 

 高額医療費共同事業拠出

金 

 保険財政共同安定化事業

拠出金 

 その他 

 

 

 

 

 

保健事業費 

特定健康診査等事業費 

  

保健事業費 

健康管理センター事業費 

 

第２款第１項第５目 審査支払手数料 

 

第３款 後期高齢者支援金等 

 

第３款第１項第１目 後期高齢者支援金 

 

第３款第１項第２目 

後期高齢者関係事務費拠出金 

第４款 前期高齢者納付金等 

 

第４款第１項第１目 前期高齢者納付金 

 

第４款第１項第２目 

前期高齢者関係事務費拠出金 

第５款 老人保健拠出金 

第５款第１項第１目 

 老人保健医療費拠出金 

第５款第１項第２目 

 老人保健事務費拠出金 

第６款 介護納付金 

第７款 共同事業拠出金 

第７款第 1項第 1目 

 高額医療費共同事業拠出金 

第７款第 1項第２目 

 保険財政共同安定化事業拠出金 

第７款第 1項第３目 

 高額医療費共同事業事務費拠出金 

第７款第 1項第４目 

 保険財政共同安定化事業事務費拠出金 

第７款第 1項第５目 

 その他共同事業事務費拠出金 

第８款 保健事業費 

第８款第 1項 特定健康診査等事業費 

 

第８款第２項 保健事業費 

第８款第３項 健康管理センター事業費 

 

第３款第１項第３目 

審査支払手数料 

第４款 

 後期高齢者支援金等 

第４款第１項第１目 

 後期高齢者支援金 

第４款第１項第２目 後期

高齢者関係事務費拠出金 

第５款 

前記高齢者納付金等 

第５款第１項第１目 

 前期高齢者納付金 

第５款第１項第２目 前期

高齢者関係事務費拠出金 

第６款 老人保健拠出金 

第６款第１項第１目 

 老人保健医療費拠出金 

第６款第１項第２目 

 老人保健事務費拠出金 

第７款 介護納付金 

第８款 共同事業拠出金 

第８款第 1 項第 1 目 高額

医療費共同事業拠出金 

―――――――― 

 

第８款第 1項第２目 

 高額医療費共同事業事務

費拠出金 

第８款第 1 項第３目 その

他共同事業事務費拠出金 

 

第９款 保健事業費 

第９款第 1 項 特定健康診

査等事業費 

第９款第２項 保健事業費

第９款第３項 健康管理セ

ンター事業費 



直診勘定繰出金 

 

その他の支出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基金等積立金 

前年度繰上充用金 

公債費（組合債費） 

第１１款第３項第２目 

直営診療施設勘定繰出金 

第１１款第１項 償還金及び還付加算金 

 

第１１款第２項 延滞金 

第１１款第３項第１目 一般会計繰出金 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９款 基金積立金 

繰上充当金 

第１０款 公債費 

第１２款第３項第２目 

直営診療施設勘定繰出金 

第９款第４項 高額医療費

貸付金 

第９款第５項 

 出産費貸付金 

第１２款第１項 償還金及

び還付加算金 

第１２款第２項 延滞金 

第１２款第３項第 1目 

 一般会計繰出金 

第１２款第３項第３目 

第１２款第４項 預託金 

第１２款第５項 諸支出金

第１０款 積立金 

繰上充当金 

第１１款 組合債費 

 



別紙３ 退職者医療事業年報科目区分 

 

１ 収入 

退職者医療事業年報科目 事 業 勘 定 科 目 

収    入 歳         入 

保険料（税） 

 医療給付費分 

 

 

療養給付費交付金 

繰越金 

その他の収入 

第１款第１項第２目 退職被保険者等国民健康保険料（税） 

第１款第１項第２目第１節 

（医療給付費分現年課税分） 

（医療給付費分滞納繰越分） 

第６款 （療養給付費交付金） 

第１４款第１項第１目 （療養給付費交付金繰越金） 

第２款第１項第２目 退職被保険者等一部負担金 

第１５款第１項第２目 退職被保険者等延滞金 

第１５款第１項第４目 退職被保険者等加算金 

第１５款第４項第６目 退職被保険者等第三者納付金 

第１５款第４項第８目 退職被保険者等返納金 

 

２ 支出 

退職者医療事業年報科目 事 業 勘 定 科 目 

支     出 歳         出 

医療給付費 

療養給付費 

療養費 

高額療養費 

高額介護合算療養費 

移送費 

その他の支出 

 

前年度繰上充用金 

第２款 保険給付費 

第２款第１項第２目 退職被保険者等療養給付費 

第２款第１項第４目 退職被保険者等療養費 

第２款第２項第２目 退職被保険者等高額療養費 

第２款第２項第４目 退職被保険者等高額介護合算療養費 

第２款第３項第２目 退職被保険者等移送費 

第１１款第１項第２目 退職被保険者等保険料（税）還付金 

第１１款第１項第５目 退職被保険者等還付加算金 

繰上充当金 

 



別添４  

事業年報集計表及び退職者医療事業年報集計表記載上の注意 

 

１ 共通事項 

（１）都道府県は各保険者から提出された事業年報の各表を集計して事業年報Ａ表集計表、

Ｂ表集計表及びＣ表集計表を作成すること。また、退職者医療事業年報の各表を集計

して退職者医療事業年報Ｅ表集計表及びＦ表集計表を作成すること。 

（２）事業年報集計表は市町村（特別区を含む。）が行う国民健康保険（以下「市町村国保」

という。）分、国民健康保険組合（以下（「国保組合」という。）分及び市町村国保分と

国保組合分との合計分の３種類を作成し、市町村国保分は「１ 公」を、国保組合分

は「２ 組」を、合計分は「３ 計」をそれぞれ丸で囲むこと。また、退職者医療事

業年報集計表は国保組合分がないので県計分として一枚作成すること。 

（３）各集計表とも「都道府県番号」及び「都道府県名」欄の記載もれがないよう注意す

ること。 

（４）「金額」欄はすべて円単位で記載すること。 

（５）年報の各欄に記載されている数または金額の間の関係は事業年報集計表及び退職者

医療事業年報集計表についても成り立つので年報と同様の点検を行うこと。 

（６）保険者から年報の訂正報告があったとき、または誤りを発見したときは当該年報集

計表を訂正して報告すること。 

２ 事業年報Ａ表集計表の記載 

（１）保険者数 

    当該年度末における保険者数を記載すること。 

（２）世帯数及び被保険者数 

「年度平均」欄は事業年報Ａ表の「年度平均」欄の数を合計して記載すること。 

なお、年度の途中において保険者の新設、解散及び合併が行われた場合も同様で

ある。 

（３）その他の保険給付実施保険者数 

当該年度末において出産育児給付、葬祭給付、傷病手当金及び出産手当金の保険

給付を実施している保険者数を記載すること。 

なお、前記以外の任意給付を実施している保険者がある場合は「その他の任意給

付」欄に実施保険者数を記載すること。 

（４）一部負担割合保険者数 

「法定割合」欄は国民健康保険法に規定する一部負担割合の保険者数を、「その他」

欄は条例または規約により一部負担割合の引き下げをしている保険者数を記載するこ

と。 

なお、「計」欄の数は同表の「保険者数」欄の数と一致すること。 

（５）保険料・税別保険者数 



地方税法の規定による国保税を賦課している保険者数を「保険税」欄に、その他

の保険者数を「保険料」欄に記載すること。 

なお、「保険税」欄の数と「保険料」欄の数の合計は同表の「保険者数」欄の数と

一致すること。 

３ 事業年報Ｂ表集計表の記載 

（１）単年度収支に関する記載 

「小計（単年度収入）」額が「小計（単年度支出）」額を超える（等しい場合も含む。）

保険者（以下「単年度黒字保険者」という。）と下回る保険者（以下「単年度赤字保険者」

という。）に区分して集計を行うこととし、「単年度黒字額」欄は単年度黒字保険者に係

る「単年度収支差」の合計を、「赤字額」欄は単年度赤字保険者に係る「単年度収支差」

の合計を、「単年度収支差引額」欄は「単年度黒字額」の合計から「単年度赤字額」の合

計を差し引いた額（マイナスになる場合は「－」を頭記すること。）を記載すること。 

また、「単年度黒字額」及び「単年度赤字額」欄の括弧内は単年度黒字保険者及び単年

度赤字保険者の数をそれぞれ記載すること。 

なお、「単年度収支差引額」欄の額は「小計（単年度収入）」額の合計から「小計（単

年度支出）」額の合計を控除した額と一致すること。 

（２）収支状況 

「収支状況」欄については、収入合計額が支出合計額を超える（等しい場合も含む。）

保険者（以下「黒字保険者」という。）と下回る保険者（以下「赤字保険者」という。）

に区分して集計を行うこととし、「黒字額」欄は黒字保険者に係る収支差引額（以下「収

入剰余額」という。）の合計を、「赤字額」欄は赤字保険者に係る収支差引額（以下「収

入不足額」という。）の合計を、「収支差引額」欄は収入剰余額の合計から収入不足額の

合計を差し引いた額（マイナスになる場合は「－」を頭記すること。）を記載すること。 

また、「黒字額」及び「赤字額」欄の括弧内は黒字保険者及び赤字保険者の数をそれぞ

れ記載すること。 

なお、「収支差引額」欄の額は収入額の合計から支出額の合計を控除した額と一致する

こと。 

４ 事業年報Ｃ表集計表の記載 

「長期高額特定疾病該当者数」欄は、前記２の（２）に準じて記載すること。 

５ 事業年報Ｆ表集計表の記載 

「長期高額特定疾病該当者数」欄は、前記２の（２）に準じて記載すること。 

 



別紙４

都道府県名：

保険者番号 保険者名 項目番号 項目名

合計

（注１）出産育児一時金、葬祭給付金、傷病手当金及び出産手当金については、給付金額の要件が２以上ある保険者について
　　　項目ごとに内訳を記入すること。（給付要件が１つの項目については記入しないこと。）
（注２）その他について該当する給付が複数ある場合は、行を分けて記入すること。
（注３）報告年度（年度末現在）のデータを記入すること。
（注４）金額については円単位で記入すること。
（注５）行が足りない場合には、行を追加のうえ作成して差し支えない。

そ の 他  保 険 給 付 状 況 （平成　　年度末現在）

給付名称（項目名がその他のみ）・給付内訳

 

 

 



別紙４

都道府県名：

保険者番号 保険者名 項目番号 項目名

301 歯科医師組合 A163 出産育児一時金

301 歯科医師組合 A164 葬祭給付金

302 建設業組合 A165 傷病手当金

303 薬剤師組合 A167 その他

303 薬剤師組合 A167 その他

合計 5

（注１）出産育児一時金、葬祭給付金、傷病手当金及び出産手当金については、給付金額の要件が２以上ある保険者について
　　　項目ごとに内訳を記入すること。（給付要件が１つの項目については記入しないこと。）
（注２）その他について該当する給付が複数ある場合は、行を分けて記入すること。
（注３）報告年度（年度末現在）のデータを記入すること。
（注４）金額については円単位で記入すること。
（注５）行が足りない場合には、行を追加のうえ作成して差し支えない。

そ の 他  保 険 給 付 状 況 （平成20年度末現在）　【例】

給付名称（項目名がその他のみ）・給付内訳

歯科医師300,000円、その他260,000円

歯科医師200,000円、その他100,000円

法人事業主及び第一種組合員50,000円、
第２・３種組合員30,000円、家族10,000円

休業手当金・薬剤師　日額20,000円

休業一時金・薬剤師　100,000円
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